


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新 旧 対 照 表 

  

  

１ 総  則 
 

 
  



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－1－ 

第１章 総  則 

第１節 総  則 

 

１－１－１３ 施工体制台帳及び施工体系図 

【省略】 

６ 施工体制点検・確認については、施工期間中に発注者の職員が行う。 

「施工体制の点検・確認」に係る工事は、請負金額が 200 万円以上の工事及び 200 万円未満であっ

ても下請契約を締結する工事とする。 

主任（監理）技術者の専任制の点検に該当する工事は、建設業法の規定により、請負代金の額が

4,000（4,500）万円（建築一式工事にあっては 8,000（7,000）万円）以上となる場合に該当となる。 

【省略】 

 

１－１－２１ 建設副産物 

【省略】 

７ 受注者は、「建設リサイクル法」に基づく特定建設資材（新材又は再生材）、土砂（新材又は再生材）、

砕石（新材又は再生材）、その他の再生資材を工事現場に搬入する場合には、「建設リサイクルガイド

ライン」に基づき、建設副産物に係る情報入力システム※により「再生資源利用計画書」を所定の様

式にて作成し、施工計画書に含め、工事監督員に提出し、提出時にその内容を説明しなければならな

い。また、受注者は、土砂を再生資源利用計画に記載した搬入元から搬入したときは、法令等に基づ

き、速やかに受領書を搬入元に交付しなければならない。 

【省略】 

12 受注者は、再生資源利用促進計画の作成に当たり、建設発生土を工事現場から搬出する場合は、工

事現場内の土砂の掘削その他の形質の変更に関して発注者等が行った土壌汚染対策法等の手続き状

況や、搬出先が盛土規制法の許可地等であるなど適正であることについて、法令等に基づき確認しな

ければならない。 また、確認結果は再生資源利用促進計画に添付するとともに、工事現場において

公衆の見えやすい場所に掲げなければならない。 

13 受注者は、建設現場等から土砂搬出を他の者に委託しようとするときは、再生資源利用促進計画に

記載した事項（搬出先の名称及び所在地、搬出量）と第 12 項で行った確認結果を委託した搬出者に

対して、法令等に基づいて通知しなければならない。 

14 受注者は、建設発生土を再生資源利用促進計画に記載した搬出先へ搬出したときは、法令等に基づ

き、速やかに搬出先の管理者に受領書の交付を求め、受領書に記載された事項が再生資源利用促進計

画に記載した内容と一致することを確認するとともに、工事監督員から請求があった場合は、受領書

の写しを提出しなければならない。 

 

 

 

 

 

第１章 総  則 

第１節 総  則 

 

１－１－１３ 施工体制台帳及び施工体系図 

【省略】 

６ 施工体制点検・確認については、施工期間中に発注者の職員が行う。 

「施工体制の点検・確認」に係る工事は、請負金額が 200 万円以上の工事及び 200 万円未満であっ

ても下請契約を締結する工事とする。 

主任（監理）技術者の専任制の点検に該当する工事は、建設業法の規定により、請負代金の額が 

3,500（4,000）万円（建築一式工事にあっては 7,000（6,000）万円）以上となる場合に該当となる。 

【省略】 

 

１－１－２１ 建設副産物 

【省略】 

７ 受注者は、「建設リサイクル法」に基づく特定建設資材（新材又は再生材）、土砂（新材又は再生材）、

砕石（新材又は再生材）、その他の再生資材を工事現場に搬入する場合には、「建設リサイクルガイド

ライン」に基づき、建設副産物に係る情報入力システム※により「再生資源利用計画書」を所定の様 

式にて作成し、施工計画書に含め、工事監督員に提出し、提出時にその内容を説明しなければならな

い。                                               

                                                    

【省略】 

                                               

                                               

                                               

                                               

                          

                                               

                                               

                         

                                               

                                               

                                               

                   

                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

字句の修正 

字句の修正 

 

 

 

 

 

 

 

字句の追加 

 

 

字句の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－2－ 

 

１－１－４７ 社内検査 

【省略】 

３ 社内検査員は、当該工事の現場代理人、主任技術者、監理技術者、特例監理技術者、監理技術者補

佐以外の者で以下の各号の規定によらなければならない。 

（１）工事を施工するために締結した下請負契約の請負代金額（当該下請負契約が２以上ある場合

は、それらの請負代金額の総額）（以下「下請負代金額」という。）が 4,500 万円未満（監理技

術者の配置を必要としない工事）の場合は、受注者があらかじめ指定した職以上にある者とす

る。 

（２）下請負代金額が 4,500 万円以上（監理技術者の配置を必要とする工事）の場合は、10 年以上

の現場経験を有し、技術士若しくは１級土木施工管理技士の資格を有する者、または公共工事の

発注者として、10 年以上の工事の監督・検査業務の実務経験を有する者若しくは年数に関わら

ず指導・監督的な立場の実務経験を有する者とする。 

【省略】 

 

１－１－４７ 社内検査 

【省略】 

３ 社内検査員は、当該工事の現場代理人、主任技術者、監理技術者、特例監理技術者、監理技術者補

佐以外の者で以下の各号の規定によらなければならない。 

（１）工事を施工するために締結した下請負契約の請負代金額（当該下請負契約が２以上ある場合 

は、それらの請負代金額の総額）（以下「下請負代金額」という。）が 4,000 万円未満（監理技

術者の配置を必要としない工事）の場合は、受注者があらかじめ指定した職以上にある者とす 

る。 

（２）下請負代金額が 4,000 万円以上（監理技術者の配置を必要とする工事）の場合は、10年以上 

の現場経験を有し、技術士若しくは１級土木施工管理技士の資格を有する者、または公共工事の

発注者として、10 年以上の工事の監督・検査業務の実務経験を有する者若しくは年数に関わら 

ず指導・監督的な立場の実務経験を有する者とする。 

【省略】 

 

 

 

 

 

 

字句の修正 

 

 

字句の修正 


